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揺れる金融政策と銀行

量的・質的金融緩和の導入
（2013年4月4日）

 マネタリーベースを年60～
70兆円で増加

 長期国債買入れ年50兆円
増加（40年ゾーン含め平均
残存7年へ）

 ETF1兆円、J-REIT300億
円年間増加

➡ CPI +2%

量的・質的金融緩和の拡大
（2014年10月31日）*

 マネタリーベースを年80兆
円で増加

 長期国債買入れ年80兆円
増加（7～10年→*2016年
より7～12年）

 ETF3兆円、J-REIT900億
円増加

➡ CPI +2%目標継続

マイナス金利付き量的・質的金融緩和
（2016年1月29日）**

 日銀当座預金に▲0.1％金利適用
（階層別に+0.1％、0％、▲0.1％）

 マネタリーベースを年80兆円で増加

 長期国債買入れ年80兆円増加（7
～12年）

 ETF3兆円（*2016年7月より6兆円、
J-REIT900億円増加）

➡ CPI +2%目標継続

銀行行動への
期 待

 ポートフォリオ・リバランス（リスクフリー資産から、貸出他リスク資産へ）

 貸出金利低下促進

2. 経営環境の鳥瞰
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QQEの思惑と現実 わが国銀行の総資産（兆円、左軸）と対名目GDP比（右軸）

出所：日本銀行統計に基づき発表者

わが国銀行の資産構成比

出所：日本銀行統計に基づき発表者

銀行貸出平均約定金利の遷移
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法人金融の構造変化
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45年間のなかの変化期にある業界
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銀行免許の根幹は預金取扱

アンバンドリングとしてのBaaS

個人を対象としたバンキング・
サービスは代替可能な時代へ
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3. ガバナンスの本質

第四条の二

銀行は、株式会社であつて次に掲げる
機関を置くものでなければならない。

地銀ガバナンスの宿命

代理モニタリン
グ主体として
最強の存在

しかし、株主と代理モニタリング
主体の緊張関係は緩和

1998年 早期是正措置導入

2002年 早期警戒制度導入

2019年 早期警戒制度見直し

収益の持続可能性など、
フォワードルッキングな対応
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地域金融機関の多様なステークホルダー・ガバナンスに根本的問いかけ
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すべての道は人事システムの見直しから
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4. 発想の変革と地域深耕



13



代表者保証なしの取引モデル構築を

実質的「単名転がし」の工夫、エクイティ参加

損失確率を科学的に捉え、業績考課に反映

開業率の国際比較

出所： 2021年版「小規模企業白書」に基づき発表者
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